
【秋田地方法務局】からのお知らせ 

ビジネスと人権についての研修をサポートしています 

 

 近年、企業活動のグローバル化が進む中、企業活動における人権の尊重が注目されるよ

うになっています。企業には、ハラスメント（セクハラ・パワハラ）、性的少数者、障害の

ある人、外国人などに関するあらゆる偏見や差別をなくし、互いの人権に配慮した行動を

取ることが求められており、このことが企業価値や競争力の向上に寄与すると指摘されて

います。 

 また、２０１５年の国連サミットにおいて策定された「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」

においても、この実現と人権の保護・促進は表裏一体の関係にあるとされています。 

 秋田地方法務局と秋田県人権擁護委員連合会では、企業等から

の要望に応じて、無料で講師を派遣し、偏見、差別の解消をテー

マとする人権研修を実施したり、企業が研修等で使用する人権啓

発冊子の配布、ＤＶＤの貸出などの取り組みを行っています。社

内での研修等にぜひご活用ください。 

 

 

 

■「ビジネスと人権」に関する最近の国内外の動き 

平成２３年に開催された第１７回国連人権理事会では、人権を保護する国家の義務や人

権を尊重する企業の責任、ビジネス関連の人権侵害に関する救済へのアクセスについての

原則を示した「ビジネスと人権に関する指導原則」が全会一致で支持されました。 

また、前述の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」を踏まえて、投資家や消費者、市民

社会からも企業に対して人権尊重を求める意識が高まっており、企業がＳＤＧｓに取り組

む上でも、人権を尊重した行動を取ることが求められてきています。 

国内外において「ビジネスと人権」に対する関心が高まる中、令和２年１０月には、

「『ビジネスと人権』に関する行動計画（２０２０－２０２５）」が関係府省庁連絡会議

によって策定され、今後政府が取り組む各種施策や企業活動における人権デュー・ディリ

ジェンスの導入・促進への期待が表明されています。この行動計画を実施し、周知するこ

とを通じて、責任ある企業行動の促進を図ることで、日本企業の

企業価値と国際競争力が向上することにもなりますし、ＳＤＧｓ

で掲げられた「誰一人取り残さない」社会の実現へとつながるこ

とが期待されています。 

法務省人権擁護局では、行動計画が公表されたことも踏まえ、

令和３年３月に、企業における人権尊重の取組強化に資するた

め、「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書を作成しまし

た。本報告書は、「報告書（詳細版）」、「報告書（概要

版）」、「投影資料」及び「活用の手引」の四つで構成されてお

り、研修教材として使用することができます。 

 



・企業における人権研修～企業の人権研修担当の方々へ～： 

http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00188.html 

 

・「ビジネスと人権」に関する取組： 

http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken05_00045.html 

 

■お問い合わせ： 

  秋田地方法務局人権擁護課 TEL：018-862-1443 

 


